
【流域治水プロジェクトに係るシンポジウム事例紹介資料】

高齢者等の逃げ遅れ対策の取組高齢者等の逃げ遅れ対策の取組

令和３年６月９日
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木津川市の現状 ①

人 口 約７９，３００人

６５歳以上人口 約２０，０００人

単身者 約２，０００人

高齢化率 約２５．３％約２５．３％

【現在】
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木津川市の現状 ②

木津川山城地域

不動川

天神川

鳴子川

新川

渋川

木津川市の
防災上の特性

① １級河川 木津川
② 天井川 ６川
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加茂地域

木津地域

浸水害、内水氾濫の災害リスク大浸水害、内水氾濫の災害リスク大

新川

井関川

：浸水害リスクの高い地域



自 助

区 分 狙 い 取り組み

● 水防災意識の向上

● 避難要領の理解

高齢者等の逃げ遅れ対策の取組

● 要配慮者の避難確保

●● 想定浸水深表示電柱ラッピン想定浸水深表示電柱ラッピン

● 防災訓練

● 防災講話

● 総合防災マップの作成・配布

● 多言語表記を行った避難所看
板の設置

共 助

公 助

● 市職員の危機管理能力
の向上

● 地域内の連携強化

● 防災リーダーの育成 ●● 要配慮者利用施設避難確保計要配慮者利用施設避難確保計
画の策定支援画の策定支援

●● 地区タイムラインの策定支援地区タイムラインの策定支援

●● 想定浸水深表示電柱ラッピン想定浸水深表示電柱ラッピン
グの設置グの設置

●● 防災士養成講座の実施防災士養成講座の実施

● 分散避難の推進（車中泊避難
の活用）

● 市防災施策の情報発信

● 情報伝達手段の多重化

● 自主防災組織連絡会の実施
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想定浸水深表示電柱ラッピングの設置 ①

目 的
平素から水防災意識を向上し、浸水災害からの逃げ遅れゼロを実平素から水防災意識を向上し、浸水災害からの逃げ遅れゼロを実

現現する。

１ 設置完了時期
令和３年６月１５日

２ 設置場所
木津川市役所周辺１０カ所
（想定浸水深を面的イメージ化）

取り組み
の 概 要
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３ 設置イメージ

想定浸水深表示電柱ラッピングの設置 ②

取り組み
の 概 要 ラッピング

6

イメージ図

イメージ図



要配慮者利用施設避難確保計画の策定支援 ①

目 的
水害や土砂災害が発生するおそれがある場合における施設利用者

の円滑かつ迅速な避難の確保を図る。円滑かつ迅速な避難の確保を図る。

１ 洪水及び土砂災害のリスクが高い区域にある要配慮者利用施設

区 分 施設数

浸水想定区域 ３０

土砂災害警戒区域 １

合 計 ３１３１

取り組み
の 概 要

２ 策定支援

合 計 ３１３１

策定講習会（１８施設）
Ｒ２．１．２０～２１
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要配慮者利用施設避難確保計画の策定支援 ②

（ＮＨＫ取材受け）

策定等講習会（４施設）
Ｒ２．８．２６

取り組み
の 概 要

現地確認（４施設）
Ｒ２．８．３１

避難訓練実視
Ｒ２．１０．１３

（ＮＨＫ取材受け）
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要配慮者利用施設避難確保計画の策定支援 ③

策定講習会（８施設）
Ｒ２．１１．２５～２６

策定講習会（１施設）
Ｒ２．１２．１６

取り組み
の 概 要

● 要配慮者利用施設 ３１施設３１施設 避難確保計画の策定完了避難確保計画の策定完了

●● 避難確保計画に基づく避難訓練の実施避難確保計画に基づく避難訓練の実施
●● 避難確保計画の見直し避難確保計画の見直し

●● 避難確保の避難確保の
実効性向上実効性向上
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地区タイムラインの策定支援 ①

目 的

市民一人一人が「自らの命は自らが守る」意識を持ち、災害時に「自らの命は自らが守る」意識を持ち、災害時に
取るべき避難行動を理解する。取るべき避難行動を理解する。
また、地区タイムラインの策定を通じ、地域で自主的に声を掛け地域で自主的に声を掛け

合う共助体制を構築する。合う共助体制を構築する。

１ 対象自主防災組織

地域区分 対 象
災害リスク

洪 水 土砂災害 内水氾濫

取り組み
の 概 要

２ 策定予定

木 津 ８ ６ ３ ５

加 茂 ６ ４ ５ １

山 城 ９ ９ ４ ー

合 計 ２３２３ １９ １２ ６

年 度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

策定済(中) １ ２ (３)

策定予定 ２ １０ ５
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地区タイムラインの策定支援 ②

南平尾地域のＷＳの状況（Ｒ１.１２～Ｒ２．３）

取り組み
の 概 要 本町東地域のＷＳの状況（Ｒ２．１１～Ｒ３．３）
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防災士養成講座の実施 ①

目 的

防災士養成講座を実施して、防災に関する十分な意識と一定の知
識・技術を修得した自主防災組織の牽引役（地域の防災リーダー）自主防災組織の牽引役（地域の防災リーダー）
を育成し、地域防災力の向上を図る。を育成し、地域防災力の向上を図る。
また、市職員においては、いざという時の的確な判断力と行動力

の構築を期待する。

１ 防災士資格取得のための履修科目等

講 義
（２日間）

普通救命講習
（半日）

資格取得試験
（１時間）

履修前
リポート

＋ ＋ ＋

取り組み
の 概 要

２ 防災士養成計画
１５０名養成１５０名養成（３０自主防災組織×３名＋市職員６０名）

（２日間） （半日） （１時間）リポート

年 度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

自主防災組織等
３０

（２８）
３０ ３０

市職員 ２０ ２０ ２０

合 計
５０

（４８）
５０ ５０
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防災士養成講座の実施 ②

３ 今後の予定
養成した防災士を組織化（地域防災リーダー地域防災リーダー）して地域防災力

を向上

自助 共助

自主防災組織

地域防災力

民生・児童委員
社会福祉協議会委員
消防団＋

自助 共助

自主防災組織

地域防災力

民生・児童委員
社会福祉協議会委員
消防団

(Ａ地域) (Ｂ地域)

＋
取り組み
の 概 要

公助

市

地域防災リーダー

消防団＋
地域防災リーダー

消防団

● 専門的な知識を持って自主防災
組織等の中核として活動し、地域
防災力向上のけん引役

連携（情報交換等）

● 自主防災組織連絡会
● 自主防災組織等活動助成金
● 防災訓練・防災講話

● 防災士養成講座
● 地域防災リーダー制度
● 地域防災リーダー研修

＋

● 専門的な知識を持って自主防災
組織等の中核として活動し、地域
防災力向上のけん引役
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